
 



はじめに 

このガイドブックは、家族の介護を抱える方が介護に係わる様々な制度を上手く使いながら、介

護に関する基本的な情報を提供する入門書としてまとめたものです。皆さまが利用する可能性が大

きい「介護保険制度」について中心にしています。制度の内容が複雑であること、制度の責任者であ

る厚生労働省が地域の実情に応じて弾力的に制度を運用するよう指示していること等の理由で、地

域によっては、制度を運用しやすいようにローカル・ルールが設けられているようです。従って、こ

のガイドブックを手にされた皆さまの中には、ご自身が経験したこと、見聞きしたことと違うと、お

感じになられる方がいらっしゃるかと思います。本ガイドブックにおける「介護保険制度」の説明は、

厚生労働省の指針に沿ったものです。介護は家族の形や地域の実情により様々であり、これという正

解はありません。また介護保険制度は 3 年ごとに見直しが入り、今後も変化していくことが見込ま

れます。そのような状況下で、利用される地域の情報、家族の形を鑑み、今後の介護を考える一助と

なれば幸いです。 

 

介護はみんなが直面する問題です 

『いつかはその日がやってくるだろう、でも・・・』 将来の親の介護に関して漠然とした不安を

抱いていても、親が元気なうちに介護について考えることは大変難しいことです。自分自身や配偶

者、 子供が抱える問題のほうが身近なことから、こちらが最優先になるのももっともです。元気な

親の姿を間近で見ていたこともあって、 介護が必要になった時の親の姿を想像したくないという気

持ちもあることでしょう。でも、その日が「明日」かもしれません。 75 歳以上の年齢になると、介

護保険の認定を受ける方の数が増大します。つまり、75 歳を過ぎたら、程度の差こそありますが、

日々の生活に 手助けを必要とする方が多くなるのです。いつまでも元気な親でいて欲しい、という

子供の切なる願いは、次第に叶わなくなるのが現実なのです。 そして、年齢を重ねていくと、いつ

の日にか自分が高齢者になります。若い頃は当たり前のようにできたことが思うようにできなくな

る、場合によっては、人の手を借りないとできなくなります。ですから、介護は親に限った問題では

ありません。親が亡くなると同時に消える問題ではありません。未来の自分自身の問題でもあるの

です 

 

 

 

 

 

 

 



親の介護が始まる前に 

■家族の意向をまとめましょう  

介護には事前の意思統一が不可欠です。介護がきっかけで、きょうだい間や、親との間で争いが生

じ、その結果、家族関係が崩壊してしまう例は多いのです。このような事態を避けるためにも、 家

族の誰が介護を担うのか、介護に必要なお金は誰が出すのか等々、自分自身の意向、きょうだいの

意向、親の意向等を予めまとめて、意思統一を図りましょう。  

 

■介護とお金  

介護にはお金がかります。在宅介護の費用は一 人あたり、平均 6 万 9 千円という報告もありま 

す (*)。親に十分なケアを受けて欲しいとついあれもこれもと考えがちですが、年金など親の収入額 

を把握してから利用できる介護サービスを考えるのもよいでしょう。また、親が希望する介護の費 

用と出せる費用を前もって把握しておくとよいでしょう。 

 (*) 家計経済研究所、「在宅介護にかかる費用」http://www.kakeiken.or.jp/jp/research/kaigo2013/result1.htm 

 

■健康寿命  

【健康寿命】とは、『健康上の問題で日常生活 が制限されることなく生活できる期間』のことで 

す。従って、平均寿命と健康寿命との差は、日常生活に制限のある「不健康な期間」を意味します。

令和元年の健康寿命は、男性が 72.68 歳、 女性が 75.38 歳でした。そこで、令和元年の平均寿命

との差を算出すると、男性が約 9 年 年、女性が約 12 年という結果になりました。ちなみに、 平成 

22 年の健康寿命と平均寿命の差は、男性が 9.13 年、女性が 12.68 年でした。健康寿命と平均寿命

の差は確かに縮まりましたが、それでも 10 年前後の開きが依然としてあります。この 10 年前後の

「不健康な期間」とは、すなわち、自分の身体に何かしらの支障を抱えて、日常 生活を営むのに不

自由を感じながら、10 年前後に及ぶ余生を過ごすということなのです。若くて健康な頃の 10 年間

とは全く異なる状況になるのです。定年退職から約 10 年後に訪れる「健康寿命」と、「健康寿命と

平均寿命の差」を考えると、介護の事前準備を後回しにはできないことがわかると同時に、自分自

身の健康についても常日頃から気をつける必要があることが身に沁みますね。 

介護予防～できるだけ要介護状態にならないためには～  

「いつまでも元気で、身の回りのことは自分自身でできるように」、誰しもがそう願います。その

願いを叶えるためには、『できるだけ病気にならない、大きな怪我をしない』ことです。具体的には、

適度な「運動」、「栄養」を通じて、基礎体力を向上させて健康を維持することです。自治体によって

は、介護予防を目的に、中高年を対象とした健康・体力づくり等が開催されています。 

http://www.kakeiken.or.jp/jp/research/kaigo2013/result1.htm


親の介護が必要になったら 

 

■相談窓口にいってみましょう  

どんなに健康に気を配っていても、病気や怪我が原因で介護が必要になることもあります。介護 

予防と並行して介護に関する情報を予め集めることで、突然の介護にあわてずに対応することがで 

きます。市区町村役所の担当課で情報を収集できます。介護に関するパンフレットを用意していると

ころもあります。 親の介護には、介護する側の肉体的、精神的余 裕が必要不可欠です。自分たちが

手一杯になる前に、相談に行ってみましょう。なお、相談に行く 際には、担当課以外の課にも相談

してみましょう。 市区町村役所によっては、担当課以外の複数の課が、高齢者向けの課独自のサー

ビスをそれぞれ用意していることがあります。 なお、行政以外でもパンフレットが作成・発行され

ています。インターネットなどでチェックしてみてください。 

 

■地域包括支援センターに行きましょう  

地域包括支援センターとは、公的な介護のよろず相談窓口です。日本全国の市区町村に設置されて

おり、主として以下の４つのことを行っています。  

①介護予防ケアマネジメント  

「要支援 1 または 2」の方の介護予防ケアプランを作成し、このケアプランに基づいて、介護予 

防サービスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行います。  

②総合相談  

地域住民の各種相談を幅広く受け付けて、介護保険外のサービスを含む、制度横断的な支援を行 

います。  

③権利擁護  

成年後見制度の利用促進、高齢者虐待への対応、 消費者被害の防止等を行います  

④包括的・継続的ケアマジメント  

自立支援型ケアマネジメントの支援、ケアマネージャーへの日常的個別指導・相談、支援困難なケ

ースを抱えるケアマネジャーへの指導・助言等を行 います。 保健師（または看護師）、社会福祉士、

主任支援介護専門員が原則配置されていますので、介護以外のことでも、何か困ったことがあった

ら、相談してみましょう。相談は無料です。センターの職員等には守秘義務があります（介護保険法

第 115 条の 46 第 8 項）。地域によっては、夜間や休日も対応可能なセンターがあります。また、

「地 域包括支援センター」以外の名称を使用している地域もありますので、よく調べましょう。 



■いろいろなサービスの情報を集めましょう  

①民間や各種法人のサービス 

ヘルパーの派遣や、施設での介護、介護用品のレンタル等、主に利用する機会の多いサービスで 

す。サービスを提供する事業所が、都道府県、政 令市、中核市から介護保険制度下の事業所として 

指定を受けている場合、実際の料金の 1 割もしくは 2 割の金額でサービスを利用できる場合があ

ります。  

②市町村役所が高齢者福祉等として独自に行っているサービス  

移動支援、宅配、訪問理美容サービス等があります。介護保険が適用されないサービスもあります。

親が住んでいる地域で具体的にどのような サービスが実施されているのかについては、各市区町村

役所にお問い合わせください。  

③地域の輪  

地域の輪や、クチコミ情報は非常に貴重です。 日頃から親の近所の方や民生委員に話を聞いてお

くようにしましょう。 親のいる町内会、近隣の NPO、ボランティア グループ、社会福祉法人等の

非営利法人などで、 介護への支援があるか、調べておきましょう。 

 

■ケアマネジャーに相談しましょう  

ケアマネジャーとは、正式には「支援介護専門員」という公的な資格の職種です。一言でいえば 介

護サービスのコーディネーターです。介護が必要な方やその家族からの相談に応じるとともに、 要

介護者等が心身の状況に応じて適切なサービス を利用できるように、各サービス事業者との調整 

や、市町村とのやり取りを代行してくれます。ケアマネジャーは居宅介護支援事業所（介護のコーデ

ィネートを専門とする事業所）や介護施設などに所属しています。在宅での介護を希望する場合は 

居宅介護支援事業所の、施設に入所しての介護を 希望する場合はその施設のケアマネジャーに問い 

合わせをしてください。 上で述べたようにサービスの種類は多用で、制度も変わっていきます。ど

のような介護の仕方 があるのか、どのような介護が望ましいのか、 など、ケアマネジャーと相談し

てみましょう 

 

 

 

 



介護保険を利用しましょう 

●介護保険制度とは  

介護保険料を納めている方が、要介護状態（寝たきり、認知症等で介護が必要な状態）・要支援状

態（日常生活に支援が必要な状態）になった時に、介護保険サービスを 1 割もしくは２割の自己負

担で利用できる制度です。介護はいつ終わるかわからないもので、資金の目処がつきにくいもので

す。資金面や労力面で介護する人とされる人とが共倒れにならないよう、この制度を積極的に利用し

ましょう。  

●介護保険のサービスを利用できる人  

・65 歳以上の人（第１号被保険者）：要介護状態、要支援状態になった方  

・40 歳から 64 歳までの人（第 2 号被保険者）：脳血管疾患など老化にともなう病 気等（特定

疾病）により、要介護状態や要支援状態になった方  

●申請できる人  

本人、本人の家族が申請できます。それ以外に、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、介

護保険施設等に代行依頼をして、申請することもできます。 

 

「要介護認定」を受けましょう  

① 新規申請～介護サービスが必要になった時は、要介護認定の申請が必須です～  

親の住民票のある市区町村の窓口に申請します。申請には原則、申請書（窓口にあります）と介護

保険の保険証（40 歳～ 64 歳の方は、健康保険の保険証）が必要ですが、市区町村によっては他の

書類も必要になります。申請にあたり、どのような書類が必要か、書類に何を記入するのか確かめて

おきましょう。  

② 訪問調査  

要介護認定調査員が親（本人）を訪問し、本人の心身の状況調査（認定調査）を行 います。要介

護度の決定（判定）において基本となる視点は、「どのくらいの量の『介護の手間』が必要か」であ

って、本人の症状、病状ではありません。正しく判定してもらうためにも、訪問調査時には本人の日

常生活ぶりをよく知る家族等が同席し、 普段の状況を的確に伝えましょう。言葉で上手に伝えるの

が難しい場合は、普段の様子を動画に撮って調査員に見せましょう。 

③ 判定  

申請後、認定調査、主治医の意見を経て、介護認定審査会にて「要介護１～５、要支援１～２、非

該当（自立）」の 8 つの区分のうち、いずれかに認定されます。 



要介護度 要介護認定の目安 状態の目安となる具体例 

自立 支援が必要ない状態。 日常生活を一人で支障なく送ることができる 

要支援 1 基本的に一人で生活ができるが家事など

の支援が必要。適切なサポートがあれ

ば、要介護状態になることを防ぐことが

できる。 

日常生活は基本的に自分だけで行うことができるが、掃除や

身の回りのことの一部において、見守りや手助けが必要。 

要支援 2 基本的に一人で生活ができるが、要支援

1 と比べ、支援を必要とする範囲が広

い。適切なサポートがあれば、要介護状

態になることを防ぐことができる。 

立ち上がりや歩行などでふらつく、入浴で背中が洗えない、

身だしなみを自分だけでは整えられないなど支援を必要とす

る場面が多い。 

要介護 1 基本的に日常生活は自分で送れるもの

の、要支援 2 よりも身体能力や思考力の

低下がみられ、日常的に介助を必要とす

る。 

排泄や入浴時に見守りや介助が必要。 

要介護 2 食事、排泄などは自分でできるものの生

活全般で見守りや介助が必要。 

自分だけで立ったり、歩いたりするのが困難。爪切り、着替

え、立ち上がり、歩行などに介助が必要。「薬を飲むのを忘

れる」「食事をしたことを忘れる」などの認知症初期症状が

みられるなど。問題行動をとる場合もある。 

要介護 3 日常生活にほぼ全面的な介助が必要。 食事、着替え、排せつ、歯みがきなど、日常生活において基

本的に介助を必要。認知機能の低下などの場合には対応も必

要。問題行動をとる場合もある。 

要介護 4 自力での移動ができないなど、介助がな

ければ日常生活を送ることができない。 

排せつ、食事、入浴、着替えなどすべてにおいて介助がない

と行えない。思考力の低下などもみられ、認知症の諸症状へ

の対応も必要になることもある。 

要介護 5 介助なしに日常生活を送ることができな

い。コミュニケーションをとるこが困難

で、基本的に寝たきりの状態。 

日常生活全般が自分で行えないため、寝返りやオムツの交

換、食事などすべてで介助が必要。会話などの意思疎通も困

難 

 

④ 認定結果の通知 

原則として申請後 30 日以内に通知されます。新規の申請による、要介護、要支援の認定の有効期

間は、原則として 6 ヶ月です。有効期間以降も介護サービスを引き続き利用したい場合には、認定

の更新が必要です。 

 

 



介護保険で受けられるサービスの種類と内容  「要介護」と認定された方は「介護給付（サービス）」、

「要支援」と認定された方 は「介護予防給付（サービス）」を利用できます。これらのサービスには、

在宅（居宅）で利用できる「居宅介護サービス」、施設に入所して利用する「施設サービス」、地域 

（市区町村）の特性に応じた「地域密着型介護サービス」があります。「居宅介護サービス」と「施

設サービス」の種類と内容は全国一律ですが、「地域密着型介護サービス」の種類や内容は市区町村

によって異なります。 自己負担額は、利用したサービスの料金のうち、1 割もしくは 2 割分です。

要介護あるいは要支援のレベルによって、利用可能なサービスの種類や内容、自己負担 額、さらに

は、1 か月を単位とした利用限度額等が異なります。利用限度額を超えてサービスを利用すると、超

過分は保険給付対象外と見做され全額自己負担になりますので、注意してください。  

 

① 居宅介護サービス 

居宅にて（自分の住まいを拠点にして）利用できるサービス です。要介護状態、要支援状態とな

っても、利用者が可能な限り居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう支援します。 

 

 ②施設サービス 

介護保険施設に入所して利用するサービスです。目的によって 3 つのタイプに分けられています。  

• 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）：要介護高齢者のための生活施設 ※原則、要介護３～

５の方が対象です。  

• 介護老人保健施設：要介護高齢者が在宅復帰を目指すリハビリテーション施設  

• 介護療養型医療施設：重医療・要介護高齢者の長期療養施設 各施設は、あらかじめ、入所申込

者（介護療養型医療施設では患者）又はその家族 に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制そ

の他の入所申込者のサービスの選択 に資すると認められる重要事項を記した文 書を交付して説明

を行い、施設サービス提供の開始について、入所申込者、患者の同 意を得なければならないと規定

され ています。なお、「要支援」と認定された方は、介 護保険施設には入所できません。 

 

③地域密着型サービス 

地域密着型サービスとは、要介護者の住み慣れた地域での生活を支えるという観点から、要介護

者等の日常生活圏内にサービス提供の拠点が置かれています。地域密着型サービスでは、市区町村が

サービス事業者の指定を行うという性格上、その市区町村（厳密には、サービス事業所や施設の所

在地と同じ市町村）に住民票のある方のみ が、原則利用できます。また、市区町村によって提供さ

れるサービスの種類、内容等が異なります。 詳しくは、厚生労働省「介護事業所検索介護サービス

情報公表システム」をご覧下さい。 http://www.kaigokensaku.jp/ 

http://www.kaigokensaku.jp/


自宅に訪問してもらうサービス 

名称 内容 

要

介

護 

要

支

援 

介護保険制度 

居

宅 

地域

密着 

施

設 

訪問介護 （ホームヘ

ルプ サービス） 

訪問介護員（ホームヘルパー）が訪問して、入浴、排せつ、食

事の介護その他の生活全般にわたる援助を行います a)。 〇 〇 〇     

訪問介護看護 （定期

巡回・随時対応型） 

定期的な巡回や随時通報への対応などにより、利用者の 心身

の状況に応じた必要なサービスを、24 時間 365 日必 要なタ

イミングで柔軟に提供します。 〇 ×   〇   

夜間対応型訪問介護 

夜間での定期的な巡回又は随時通報に応じて、訪問介護 員

（ホームヘルパー）が利用者の自宅（居宅）を訪問し、 排せ

つの介護、日常生活上の緊急時の対応等を行います。 〇 ×   〇   

訪問看護 

看護師、保健師、理学療法士、作業療法士等が疾患のある利用

者の自宅を訪問し、主治医の指示に基づいて療養 上の世話や

診療の補助を行います b)。 〇 〇 〇     

訪問リハビリテーシ

ョン 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問して、理学療

法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行います。 〇 〇 〇     

訪問入浴介護 

看護職員と介護職員が利用者の自宅を訪問し、持参した浴槽を

使用して入浴の援助を行います。 〇 〇 〇     

居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師等が、通院が困難な利用者の

居宅を訪問して、利用者の心身の状況、置かれている環境等を

把握した上で、療養上の管理及び指導を行 います。c) 〇 〇 〇     

小規模多機能型 居宅

介護  

（小規模多機能） 

利用者の様態や選択に応じて、事業所への「通い」を中 心と

して、短期間の「宿泊」や利用者の自宅（居宅）へ の「訪

問」を組み合わせたサービスを提供することにより、 利用者

の居宅における生活の継続を支援します。 〇 〇   〇   

看護小規模多機能型 

居宅介護 

「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」を組み合わせたサ

ービスです。 〇 ×   〇   

a)直接本人への援助、日常生活の援助に該当しない行為（草むしり、水やり、ペットの世話、家具・電気用具等の移動、

等）は対象外です。介護保険制度の見直し により、要支援の方が対象の『予防給付』に含まれていた「訪問介護」と「通

所介護」は、平成 29 年度末までに、市区町村が取組む『介護予防・日常生活支援総合事業』中の【介護予防・生活支援

サービス事業】へ移行し、それぞれ、「訪問型サービス」、「通所型サービス」という名称に変わりました。『予防給付』の

場合は、全国一律の基準に則ったサービス（サービスの種類・内容等）が提供されるのに対し、『介護予防・日常生活支援

総合事業』の場合は、市町村が実施する事業であることから、それぞれの地域の実情に応じたサービスが提供されます。従

って、この移行により、利用可能なサービス内容や負担額等が市区町村によって異なってきます。b) 他の介護 サービスと

は異なり、「要介護」、「要支援」ともに自己負担額は同じです。c) サービスの自己負担額は 1 割もしくは 2 割分ですが、

月々の利用限度額には含まれません。 



施設に通うサービス 

名称 内容 

要介

護 

要支

援 

介護保険制度 

居

宅 地域密着 

施

設 

通所介護 （デイ

サービス） 

利用者が、デイサービスセンター等に通っ

て、入浴・排 せつ・食事等の介護、生活等

に関する相談及び助言・健 康状態の確認、

機能訓練等を受けます d)。 〇 〇 〇     

指定療養通所介護 

重度要介護者又はがん末期の方で、サービ

ス提供に当たり常時看護師による観察が必

要な方が、通所介護の施設 に通い、入浴、

排せつ、食事等の介護、機能訓練等を受 け

ます。 〇 × 〇     

通所リハビリ テ

ーション （デイ

ケア） 

利用者が、介護老人保健施設、病院、診療

所その他の厚 生労働省令で定める施設に通

い、理学療法、作業療法、 その他必要なリ

ハビリテーションを受けます 〇 〇 〇     

認知症対応型通所 

介護 

認知症の方に専門的なケアを提供するサー

ビスです。デ イサービスセンターやグルー

プホーム等に日帰りで通い、 入浴、排せ

つ、食事等の介護や機能訓練等を受けま

す。 併せて、利用者の家族の身体的、精神

的負担の軽減も図 ります。 〇 〇   〇   

短期入所生活介護 

（ショートステ

イ） 

介護老人福祉施設（特老）等の施設等に短

期間入所し、 入浴、排せつ、食事等の介護

や機能訓練を受けます。併 せて、利用者の

家族の身体的、精神的負担の軽減を図り ま

す e)。 〇 〇 〇     

短期入所生活介護 

（ショートステ

イ） 

介護老人保健施設（老健）等の施設に短期

間入所し、看護、 医学的管理の下で、介護

及び機能訓練、医療等を受けます。 併せ

て、利用者の家族の身体的、精神的負担の

軽減を図 ります e)。 〇 〇 〇     

d) 介護保険制度の見直しにより、要支援の方が対象の『予防給付』に含まれていた「訪問介護」と「通所介護」は、平

成 29 年度末までに、市区町村が取組む『介護予防・日常生活支援総合事業』中の【介護予防・生活支援サービス事業】

へ移行し、それぞれ、「訪問型サービス」、「通所型サービス」という名称に変わります。『予防給付』の場合は、全国一律の

基準に則ったサービス（サービスの種類・内容等）が提供されるのに対し、『介護予防・日常生活支援総合事業』の場合は、

市町村 が実施する事業であることから、それぞれの地域の実情に応じたサービスが提供されます。従って、この移行によ

り、利 用可能なサービス内容や負担額等が市区町村によって異なってきます。e)1 割もしくは 2 割の自己負担額で同一

の事業所 に入所できるのは、連続して 30 日までです。30 日を超えると、1 日あたり 10 割（全額）の自己負担になり

ます。 



福祉用具のレンタル、購入や住宅の改修 

名称 内容 要介護 要支援 

介護保険制度 

居宅 地域密着 施設 

福祉用具貸与 

利用者の心身の状況、希望及び置か

れている環境を踏まえて、適切な福

祉用具の選定の援助、取付け、調整

等を行った上で、福祉用具を貸与し

ます f) 。 〇 〇 〇     

特定福祉用具販売 

福祉用具のうち入浴又は排泄に係る

用具で貸与になじま ない性質のもの

が、利用者の心身の状況、希望及び

置かれている環境を踏まえた上で、

販売されます g)。 〇 〇 〇     

居宅介護住宅改修費 

福祉用具導入の際に必要となる、段

差の解消や手すりの設置等の住宅改

修が対象です h)。事前申請が必要で

す。 〇 〇 〇     

 

f) レンタル料は一か月間の介護サービス利用限度額に含まれます。レンタルできる用品は、要介護度により

原則異なります。手すり、 スロープ、歩行器、歩行補助つえはどの介護度でも利用できます。 

g) 腰掛け便座等が対象です。一旦、費用の全額を支払った後、市 区町村への申請により、費用の 9 割分も

しくは 8 割分が払い戻されます（償還払い）。 

h) 手すりの取り付け等の住宅改修が対象です。 支給限度基準額（20 万円）の 9 割分もしくは 8 割分（18 

万円もしくは 16 万円）が払い戻されます（基本、償還払い）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



共同生活を営みながら介護をしてもらう、あるいは施設で介護をしてもらう 

名称 内容 

要介

護 要支援 

介護保険制度 

居宅 

地域密

着 施設 

特定施設入居者生活 

介護 （有料老人ホ

ーム i）) 軽費老人

ホーム（ケ アハウ

ス） 

「特定施設」の指定を受けた「介護

付き有料老人ホーム、 軽費老人ホ

ーム等」に入居している方が、入

浴、排泄、 食事等の日常生活上の

支援や療養上の支援や、機能訓練 

を受けます。 〇 

△ 

介護専

用型に

は入居

不可 〇 〇   

認知症対応型共同生 

活介護 （グループ

ホーム） 

認知症の方を対象にした専門的なケ

アを提供するサービスです。認知症

の方々が介護スタッフとともに共同

生活 を営みながら、入浴、排せ

つ、食事等の介護や調理、洗濯、 

掃除等の支援や、機能訓練を受けま

す。 〇 

△ 

要支援

２のみ   〇   

介護老人福祉施設

（特 別養護老人ホ

ーム（特 養）） 

要介護高齢者のための生活施設で

す。常に介護が必要な 方が、入

浴、排せつ、食事等の介護、相談、

日常生活上 の世話や、機能訓練、

健康管理及び療養上の世話を受け 

ます。 〇 ×   

〇 

原則要

介護３

以上 

〇 

原則要

介護３

以上 

介護老人保健施設 

（老健） 

要介護高齢者が在宅復帰を目指すリ

ハビリテーション施 設です。在宅

復帰を目指している方が、看護、医

学的管 理の下で、介護及び機能訓

練、その他必要な医療や日常 生活

上の世話を受けます j) 。 〇 ×     〇 

i)介護サービスがついていない有料老人ホームや要介護状態になった場合、退去しなくてはならない有料老人

ホームがありますので、よく調べましょう。 

j) 要件、スタッフの人員配置別等により、「従来型」「在宅強化型」「療養型」「療養強化型」に分けられます。

親の状態等に適切なタイプを選びましょう。 

 

 

 



3) 認定結果がでたらケアプランを作りましょう 

ケアプランとは、利用者（親）の有する日常生活 上の能力や、介護者の状況等の親を取り巻く環

境等 に応じて選択された介護（介護予防）サービスを、いつ、どれだけ利用するかを示す計画書

です。基本 的には、親や家族の希望を尊重してケアプランは作 成されるため、作成時には親や家

族も参加します。 作成料は無料です。ケアプランがないと介護保険は適用されません。 そのため、

介護保険を利用する際には必ず作成する必要があります。 

 

■「要介護１～５」と認定された場合  

居宅にて介護サービスを利用するのか、介護保険施設に入所して介護サービスを利用するのかを

選択します。選択に困った場合は、地域包括支援センターや市区町村役 所に相談しましょう。 居

宅にて介護サービスを利用する場合のケアプラン作成までの流れ 対象サービス 居宅介護サービ

ス（「特定施設」を除く）と一部の地域密着型サービス（「定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護」、

「夜間対応型訪問介護」、「認知症対応型通所介護」）都道府県、政令市、中核市の指定 22) を受け

た「指定居宅介護支援事業者（所）のリスト」が市区町村役所から発行されています。このリスト

の中から、希望 する「指定居宅介護支援事業者（所）」を自分で選びます。次に、選んだ「指定居

宅 介護支援事業者（所）」に自分で連絡し、所属するケアマネジャーと面接します。良 ければ、

担当者として決定し、その指定居宅介護支援事業者（所）と自分で契約します。契約後、市区町村

役所へ契約の届出をします（ケアマネジャーが代行する場合があります）。その後に、ケアプラン

（居宅型なので、「居宅サービス計画」とも呼ばれます）を作成してもらいましょう。 「特定施設」、

上記３種以外の地域密着型サービスを利用する場合は、特定施設、 各サービス事業所に所属する

ケアマネジャーがケアプランを作成するので、そちらと直接連絡をとります。 

 

施設サービスを利用する場合のケアプラン作成までの流れ 3 つのタイプの施設のうち、親の状態

等から判断して、いずれかを選び、直接申し込んで契約します。施設に所属するケアマネジャーが

ケ アプラン（施設入所型なので、「施設サービス計画」とも呼ばれます）を作成します。 居宅に

て介護サービスを利用していた要介護の方が介護保険施設に入所する場合、 それまでに担当して

いたケアマネジャーとの契約は終了します。新たなケアプランは、 施設所属のケアマネジャーが

作成します。  

 

■「要支援１～２」と認定された場合  

地域包括支援センターへ行き、どのような種類、内容の介護予防サービスを利用するか相談、選択

し、介護予防ケアプラン（介護予防サービス計画とも言います）を作成してもらいます。なお、「特

定施設」「小規模多機能型居宅介護」「認知症対応型 共同生活介護（グループホーム）」を利用する

場合は、各サービス事業所に所属する ケアマネジャーが介護予防ケアプランを作成します。  



■「非該当（自立）」と認定された場合 

地域包括支援センターへ行き、「基本チェックリスト」を使った、生活機能に関するチェックを受

けます。「介護予防・生活支援サービス事業」、全高齢者を対象とした 「一般介護予防事業」等、

チェックの結果に応じた利用可能なサービスがありますので、 地域包括支援センターの担当者と

相談し、サービスを選択した上で、ケアプランを作成してもらいます。個々の具体的なサービス内

容、料金等は、市区町村によって異なります。詳細は、市区町村役所、地域包括支援センターにお

問い合わせください。 

4）利用者の自己負担について  

利用した介護サービスに応じて自己負担が発生し

ます。1 つの介護（介護予防）サービスに対して、

要介護度別、要支援度別に利用額が決められてい

ます。従って、利用するサービスの種類、利用回数

が増えるほど、総額が大きくなります。 

また、介護サービス料以外に、別途、実費（全額

自己負担）となるものがあります。事業所から費

用の明細についての説明を受けてから支払いに同

意しましょう。 

 

下記の介護サービス以外でも、別途、全額自己負担となる費用があります。 

 

 • 通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護 食事代、おむつ代等おむつに係る

一切の費用、日常生活費等  

• 短期入所生活介護、短期入所療養介護 食事代、滞在費、理美容代、日常生活費等  

• 特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む）： おむつ代等おむつに係る一切の費用、日常生活

費等  

• 認知症対応型共同生活介護： 食材料費、理美容代、おむつ代等おむつに係る一切の費用、日常

生活費等 

 • 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護：食事代、宿泊費、おむつ代等おむつ

に係る一切の費用、日常生活費等  

• 介護保険施設（地域密着型を含む）： 食事代、居住費、理美容代、日常生活費等、自己負担額が

高額の場合や、所得の低い方の負担を軽減する制度があります。 

認定区分 

月当たりの 

利用限度額 

利用者負担 

（１割の場合）（円） 

要支援１ 50,030 5,003 

要支援２ 104,730 10,473 

要介護１ 166,920 16,692 

要介護２ 196,160 19,616 

要介護３ 269,310 26,931 

要介護４ 308,060 30,806 

要介護５ 360,650 36,065 



 ◆高額介護サービス費（市区町村役所に申請）  

介護サービスの利用者負担に関して、1 か月間の負担の上限額が所得区分に応じて設定されて

います。１ヵ月に支払った自己負担分の合計額が、負担の上限を超えたときは、申請により、超え

た分が払い戻されます。一般的な所得の方の負担の上限は 44,400 円（令和 3 年 8 月より）です。

１世帯に介護サービスを利用した方が複数いる場合、負担額を合算して申請することもできます

（合算できない場合もあります）。但し、この利用者負担額には、福祉用具購入費・住宅改修費の

１割もしくは２割負担分や施設での食事の標準負担額は含まれません。また、日常生活費等のそ

の他の実費による利用料は、対象外です。  

◆高額医療・高額介護合算制度（市区町村役所に申請）  

１年間（毎年 8 月 1 日～翌年 7 月 31 日）の医療保険と介護保険での自己負担の合算額が著

しく高額になる場合に、負担を軽減する仕組みです。（平成 20 年 4 月施行）控除を受けられる場

合があります。詳細は税務署へお尋ねください。  

• 居宅サービス等の対価に係る医療費控除（注：対象外となる居宅サービス等もあります。）  

• 介護保険施設の施設サービスの対価に係る医療費控除  

• おむつに係る費用の医療費控除 

介護保険で「できること」と「できないこと」を区別しましょう。  

■保険医療機関に入院中は介護保険制度を利用できません  

どの時点で要介護認定の申請を行うのか等については、病院のソーシャルワーカー、 医師等に相

談しましょう。 

 

 

 

 

■介護施設や事業所は、保険医療機関ではありません。 年齢を重ねると、介護保険のみならず医

療保険を利用する機会が多くなります。  

利同居の家族等への援助や、「日常生活の援助」に該当しない行為は行いません。しかし、これら

の施設や事業所は、たとえ医師や看護師が居ても、保険医療機関ではありません。介護保険制度

下の施設等への入所、入居後に、どの程度までの医療行為を施設や事業所内で受けられるのか、費

用は誰が負担するのか、保険 医療機関での受診や通院は可能か、医療保険はどの場合に使えるの

か、容態が急変した場合は直ちに保険医療機関へ救急搬送をするのか、病気、認知症や怪我等で

退所、 退去が求められる場合の病状、症状はどの程度か、看取りを行うのか、等を契約前に施設

利用者本人に直接関係する援助のみを行います。同居の家族等へ

の援助や、「日常生活の援助」に該当しない行為は行いません 

ホームヘルパーはお手伝いさんではありません。  



や事業所に確認し、必要であれば契約書に確認した内容を盛り込んでもらいましょう。 

なお、レンタル・購入希望品や、希望する改修工事が介護保険の対象外の場合もありますので、

事前に、市区町村役所へ相談しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険について困ったことがあったら  

サービス等の利用にあたり困ったことや問題がありましたら、 まずは担当のケアマネジャーにご

相談ください。それでも解決しない場合は、事業所や施設の相談窓口にご相談ください。事業所

や施設は、利用者等からの苦情に適切に対応し、その内容を記録する義務があります。事業所や施

設そのものに問題が あると感じた場合は、事業所や施設を変更することもできます。 居宅介護支

援事業所に所属しているケアマネジャーが担当の場合 ケアマネジャーの仕事ぶりに不満があり、

相談しても改善の兆しが見られない際は、契約している居宅介護支援事業所の他のケアマネジャ

ーに交代してもらうか、 その事業所との契約を解消して、他の事業所と契約することができます。

最適なケアマネジャーが見つかるまで、何度も代えることができます。 良いケアマネジャーを選

びましょう。例えば以下のような資質のある方です。  

• コミュニケーション能力が高く、利用者やその家族の話をしっかりと聴くことができ、かつ、利

用者やその家族に十分に説明できること。 

• 介護等に関する豊富な知識があること。継続的に知識や技術等の向上に努めていること  

• 要介護者の自立支援のために解決すべき課題を把握する能力が高いこと 

• 調整能力が高いこと。要望、苦情等への適切な対応ができること 

もちろん、 「相性」も大事です。なお、インターネット上で良いケアマネジャーの条件のチェック

シートが公開されていますので検索してみて下さい。 その他の相談窓口としては、地域包括支援

センター、市区町村役所（保険者）介護保険担当課、都道府県庁介護保険担当課、事業所や施設の

所在地の都道府県 国民健康保険団体連合会、介護保険課があります。 

指定外の事業者から介護用品をレンタル・購入した場

合、全額自己負担になります。インターネット等での通

販で購入した場合も同様です。払い戻しはありません。

介護のための住宅改修を希望するときは、必ず工事前に

申請書を市区町村役所に提出します。事前申請を行わな

かった場合は、全額自己負担です。 

■介護用品をレンタル・購入するとき／ 自宅を改修する時は、事前に相談や申請を 



このガイドブックを作製した 

保険外訪問介護・看護 トイロライフについて 

 

これまで紹介してきた保険内サービスでは、利用者本人に直接関係する援助のみを行います。同

居の家族等への援助や、「日常生活の援助」に該当しない行為は行いません。また、今後介護費用

の増大に伴い、保険の対象者が狭まるといわれています。そのような中で、今後保険外サービスの

需要は拡大していくことが考えられます。まだあまり知られていない保険外サービスですが、内容

や時間にとらわれない柔軟なサービスを提供できる保険外サービスを私たちは広めていきたいと考

えています。 

 

そこで、トイロライフについて紹介させていただきます。 

横浜市を中心とした保険外専門のサービスです。サービス内容や時間にとらわれず、十人十色の生

きがいを支えます。乳児から高齢者まで全ての方を対象としております。 

 

 

 

 

サービスの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴１ 

24 時間 365 日対応 

特徴２ 

スマホで簡単予約 

特徴３ 

最短当日予約 

家事・生活支援 

介護 

看護・健康チェック 

訪問ヘアカット 

ネイル・メイク 

写真撮影 

週に 1 回の 

電話サービス 

外出支援 

受診付き添い 

お子様・障害児者 

認知症対応 



ご利用の流れ 

 

 

 

Web からのお申し込みはこちら▼ 

https://toirolifecare.com/ 

 

郵送書類・ご自宅訪問でのお申し込みはお電話をください。▼ 

045-900-4915 

 

 

 

 

 

保険制度は地域によって異なる場合や定期的に変更される場合があります。必ず最新情報をご確認く

ださい。無断転載は禁止します。 

ご登録

•Web上

•申込書類の郵送

•ご自宅に伺い、ご説明・登録 から選ぶことが可能です。

ご予約

•Web上

•電話

•書類 から選ぶことが可能です。

ご利用

•スタッフがご自宅へ伺いケアを行います。

•お支払いは末日締めで翌月払いです。

親の介護 ガイドブック 

合同会社 トイロライフ 

メール：toirolife@outlook.jp 

ホームページ：https://toirolifecare.com/ 

電話番号：045－900-4915 

https://toirolifecare.com/
mailto:toirolife@outlook.jp
https://toirolifecare.com/

